
三重県企業庁物件関係競争入札参加及び落札資格に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号。以下「令」という。）第

167 条の 5第 1項及び第 167 条の 11第 2項並びに三重県企業庁会計規程（平成 19 年三重

県企業庁管理規程第４号。以下「規程」という。）の規定に基づき、三重県企業庁が発注

する物件の買入れ及び製造、役務の提供その他の契約（建設工事、測量及び建設コンサ

ルタント等に係るものを除く。）に係る一般競争入札（以下「競争入札」という。）の参

加又は落札に必要な資格等について必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによ

る。 

（１）競争入札参加資格 規程１５２条第１項及び第２項に規定する競争入札参加資格の

うち、入札の実施までに資格確認を行うもの。 

（２）落札資格 規程１５２条第１項及び第２項に規定する競争入札参加資格のうち、開

札後に資格確認を行うもの。 

（３）落札候補者 競争入札において入札書を提出し、落札順位１位の者で、落札資格が

未確認の者。 

（４）地域要件 競争入札に参加する者の事業所の所在地を限定する参加条件。 

 

（競争入札参加資格及び落札資格） 

第３条 次に掲げる事項のすべてを満たす者は、競争入札参加資格を有するものとする。 

（１）競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者で

ないこと。 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３

２条第１項各号に掲げる者でないこと。 

（３）競争入札において地域要件を設定した場合にあっては、地域要件を満たしている

者であること。 

 

２ 次に掲げる事項のすべてを満たす者は、参加した競争入札において、落札資格を有

するものとする。 

（１）三重県建設工事等資格（指名）停止措置要領により資格（指名）停止を受けてい

る期間中である者でないこと。 

（２）三重県企業庁物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている期

間中である者又は同要綱に定める落札資格停止要件に該当する者でないこと。 

（３）三重県税又は地方消費税を滞納している者でないこと。 

（４）競争入札に付する内容を履行するにあたり、営業許可、認可等を必要とする場合

において、これらを受けている者であること。 

（５）その他競争入札において契約締結権者が定める条件を満たしている者であること。 

 

（資格確認の申請等） 

第４条 競争入札に参加しようとする者は、三重県電子調達システム（物件等）（以下「電

子調達システム」という。）により、入札公告等において指定された日時までに競争入札

参加資格確認申請を行わなければならない。ただし、書面により入札に参加する者にあっ

ては、競争入札参加資格確認申請書（第１号様式）を、入札公告等において指定された日



時、場所に提出しなければならない。 

 

２ 落札候補者となった者は、入札公告等において指定された書類を、指定された日時、

場所に提出しなければならない。 

 

（資格の確認） 

第５条 契約締結権者は、第４条に規定する申請又は確認書類の提出があったときは、第

３条第１項の競争入札参加資格又は同条第２項の落札資格の有無の確認を行うものとす

る。 

 

２ 前項の資格の確認の時期及び方法については、次のとおりとする。 

（１）第３条第１項の競争入札参加資格にかかるもの 入札の実施までに、競争入札参

加資格確認申請書提出締切日を基準日として申請書全員の資格の有無を確認する。 

（２）第３条第２項の落札資格にかかるもの 開札後、落札決定時までに、原則として

入札書提出締切日を基準日として落札候補者の資格の有無を確認する。 

   なお、第３条第２項第３号の確認においては、落札候補者から提出された確認書

類の発行日付が基準日の翌日以降であっても有効として取り扱う。 

   また、総合評価一般競争入札においては、第３条第２項第４号及び第５号につい

て契約締結権者が定める時期を基準日とすることができる。 

（３）落札資格の確認の基準日から落札決定時までに第３条第２項第１号及び第２号の

いずれかを満たさなくなった場合は、落札資格が無いものとする。 

 

（資格確認結果の通知等） 

第６条 契約締結権者は、第５条第２項第１号の規定により競争入札参加資格の有無の確認

を行ったときは、入札の実施までに当該申請を行った者（以下「申請者」という。）に対

して電子調達システムにより資格確認結果を通知するものとする。ただし、書面による申

請者に対しては、第２号様式により通知するものとする。 

 

２ 第５条第２項第２号の規定による落札資格の有無の確認については、落札者の決定

通知をもって資格確認結果の通知に代えるものとする。 

 

（資格確認結果の取消し） 

第７条 契約締結権者は、競争入札参加資格者が次の各号のいずれかに該当するときは、

その資格確認結果を取消すものとする。 

（１）第３条第１項各号のいずれかを満たさなくなったとき。 

（２）提出した申請書等に虚偽の記載等、不正な手段により競争入札参加資格者の通知

を受けたとき。 

 

２ 契約締結権者は、前項の規定により資格確認結果を取消すときは、当該資格確認結

果を取消す者に第４号様式により通知するとともに、前項第２号に該当する場合には、

三重県企業庁物件関係落札資格停止要綱第８条の規定に基づき、企業庁長に報告をす

るものとする。 

 

（資格確認にかかる書類の保管） 

第８条 この要綱の規定により提出された書類は、資格確認を行った所属において保管し

なければならない。 



 

２ 前項の保管期間は、５年間とする。 

 

（落札者の決定） 

第９条 契約締結権者は、落札者を決定したときは、当該落札者及び競争入札参加者にそ

の旨を電子調達システムにより通知するものとする。ただし、書面により競争入札に参

加した者に対しては、第４号様式により通知するものとする。 

 

 （公募型電子競争見積） 

第１０条 電子調達システムによる公募型電子競争見積を実施するにあたっての資格及び

確認方法については、この要綱を準用する。 

 

（雑則） 

第１１条 この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定めるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は平成 19年 4月 1 日から施行する。 

２ 三重県の物件の買入れ等に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱により、資格審

査を受け物件関係入札参加資格者名簿に登録されている者であって、当該登録内容に変

更が無い者にあっては、平成１９年５月３１日までの期間に限り、第３条第２項の規定

を準用するものとする。ただし、当該登録内容に変更がある場合にあっては、第３条第

１項の規定の適用を受けるものとする。 

 

附 則 

この要綱は平成１９年１０月２２日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は平成１９年１１月２０日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は平成２０年７月１日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は平成２２年２月１６日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は平成２７年４月１日から施行する。 

 



附 則 

この要綱は平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は平成２９年７月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は令和３年４月１日から施行する。 

 


